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創業111周年記念ビジュアル／グループロゴマークを制定しました。
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　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、
厚く御礼申し上げます。
　2021年７月期第２四半期決算のご報告の前に、
一言、ご挨拶を申し上げます。

　当社グループの第２四半期連結累計期間の経済環
境では、新型コロナウイルス感染症拡大にともなう
昨春の落ち込みから製造業を中心に回復しつつあり
ましたが、昨年末から感染の再拡大となり、本年１
月には緊急事態宣言が再発令され、しばらくは経済
の先行きが不透明な状況がつづくと思われます。
　このような経営環境にありましたが、おかげさま
で期間売上として過去最高値を達成することができ
ました。また、通期の業績予想につきましても、上
方修正を行い、株主様への期末配当予想では、普通
配当に加え、特別配当を実施させていただくことを
公表いたしました。

　さて、中長期の視点で経営環境をみますと、わが
国の将来には少子化による労働者人口減少が見込ま
れており、日本の社会・産業構造は大きな変革期を
迎えます。当社グループの主要なお客様である企
業・官公庁自治体・教育機関等でも大きな転換が求
められ、2025年がその大きな分岐点となります。
　前例のない速度で拡大した今回の新型コロナウイ
ルス感染症では、テレワークが急速に広まり、学校
はオンライン教育に移行し、企業と行政はデジタル
化を加速させるなど大きなインパクトを与えました
が、この変化を俯瞰して見れば、コロナ禍と少子化
がもたらす社会構造変化とは、方向性が同一である
ことがわかります。日本社会が中長期的に対処しな
ければならない少子化に向けた変革の期間が、コロ
ナ禍によって前倒しされたと私どもは認識している
ところです。

　内田洋行グループは2025年以降の社会構造変化
を見据えて、2015年には、歴史で培った強みをも
とに「働き方変革」「学び方変革」「場と街づくり変
革」を経営方針に掲げました。これは国連が2030
年に実現をめざす「持続可能な開発目標（SDGs）」
に 含 ま れ る 重 要 テ ー マ と も 重 な り、 わ が 国 の

「Society 5.0」に貢献する事業であります。

　111周年を迎えた本年、改めてこの経営方針の実
現を通じて社会的責任を果たすことを考えます。
　株主の皆様におかれましても、引き続きご支援を
賜りますよう、何卒、よろしくお願い申し上げます。

2021年3月

代表取締役社長

当社グループの事業構造

株主の皆様へ

「情報の価値化と知の協創をデザインする」ウチダグループへ

地方創生、地域の活性化のために、市庁舎や学
校・図書館、民間施設など、人の集まる場や地域
にある産官学の連携を図り、地域に根ざした施設
づくりやシステムの構築をご支援しています。

企業や官公庁では、知的生産性向上のために、働
く人が主人公になるための自律的で柔軟な働く場づ
くりが重視されています。内田洋行は環境構築と
ICT構築の双方のノウハウを結集し、ワークスペース
の設計から働く人をサポートするICTプラットフォーム
構築までご支援しています。時間や場所に縛られな
い働き方の選択肢を広げるご提案を進めています。

これからの社会を担う人づくりのために学校教育、大学
教育、企業内教育は大きく変わろうとしています。質の高
い教育を誰もが享受できるよう、内田洋行は全国の小中

高大の教育機関に先端的な学びの場を
展開し、いつでもどこでもだれでも教育を受
けることができるよう最適な環境づくりと

ICT利活用を推進しています。

1 2
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　本田技研工業様の「N-BOX」「N-WGN」に使用されている抗ウイルス・
抗アレル物質のシート生地「アレルクリーンプラス」※を採用したオフィス
チェアを発売いたしました。

【チェアの開発背景】
　オープンスペースで多数の人が集いながら様々なデスク、チェアを共有す
る環境が増加しており、内田洋行ではオフィス製品に応用できる抗ウイルス
機能や花粉症に効果的な新素材を探していました。こうしたなかで本田技研
工業様のアレルクリーンプラスと出会い、クルマのシート素材をオフィス家
具に転用するための情報開示を両社で行いました。アレルクリーンプラスは
自動車向け生地ならではの耐摩耗性や燃えにくさ、色褪せのしにくさを兼ね
備えた素材です。この生地をオフィス家具の開発基準に活かすための試作や
検査を繰り返し、内田洋行の主力製品での採用・商品化が実現しました。働
き方においてもニューノーマル
がますます求められる中、オ
フィスでの安心感を高め、心地
よく働ける環境づくりに貢献し
ます。
※  「アレルクリーンプラス」は本田技研

工業株式会社様の登録商標です。

抗アレル物質・抗ウイルス機能を備えた
Honda「N-BOX」「N-WGN」のシートをオフィスチェアへ

TOP I C S

働き方変革を実践するオフィス構築

省庁・自治体・企業・大学等の機関と教育研究事業を推進

共同企画のオフィス家具を 
レイアウトした「リージャス」
のオフィススペース

正対せずに着座でき、自然な
ソーシャルディスタンスが可
能なデスク

快適なチェアと新素材「調音パネ
ル」を組み込んだ耳に心地よい 
セミオープンブース

「働き方変革」実現に向けて 「場と街づくり変革」実現に向けて

「学び方変革」実現に向けて

マイナンバーカードを活かした住民サービス　マイナンバーカード対応記帳台
福岡市様、堺市様、姫路市様、品川区様、臼杵市様

宮城県丸森町でのヘルスケアワーケーションの
実証研究に協力

　行政手続の電子化を可能とし、国民の利便性を高めるものとして、政府はマイナンバー
カードの普及を最重要課題として位置づけています。マイナンバーカードが広く普及する
ためには、住民がメリットを享受できるサービスの拡充が求められます。
　内田洋行では、これを解決する製品として「マイナンバーカード対応記帳台」を開発、
展開しています。マイナンバーカード対応記帳台は、マイナンバーカードを読み込ませる
ことでカードに格納された住所・氏名などの情報を申請書に印刷して出力することで、住
民の「書く」手間を大幅に削減することができます。さらに、事前にLINEなどから情報を
入力することで、カードに格納されていない情報を印字することも可能です。
　福岡市中央区役所では、マイナンバーカード利用コーナーを設けてマイナンバーカード
対応記帳台を設置している他、堺市では車椅子でも利用できるバリアフリーモデルを導入。
これ以外にも品川区や姫路市、臼杵市など、多くの地方自治体でマイナンバーカード対応
記帳台が導入されています。

　令和２年度内閣府採択「関係人口創出・拡大のための中間支援モデル構
築に関する調査・分析業務」に協力するため、９月７日から11日まで宮
城県丸森町での「丸森ヘルスケアワーケーション」に、東北医科薬科大学、
一般社団法人熱中学園、内田洋行のネットワークビジネス推進統括部が共
同で参加しました。
　本実証実験は、新型コロナウイルス感染症流行の中で自宅等のテレワーク
環境で懸念される１．外出や運動量の低下、２．一人環境下でのテレワーク
によるストレスリスクを持つ都会の社員が自然豊かな丸森町のサテライトオ
フィスでテレワークの業務を行うなかで、健康データや生活データがどのよ
うに変化するかを東北医科薬科大学にて解析しました。結果、ストレスを抑
え、抑うつや不安な精神状態を安定化させる効果があり、社員のウエルネス
向上が認められました。また、サテライトオフィス下では、TV会議用の独
立したスペースの必
要性など都市圏の職
場環境に近づけるた
めの課題等も明らか
になりました。

福岡市中央区役所１階のマイナンバーカード記帳台 丸森町でのテレワーク（記者発表会時の様子）

　新型コロナウイルスの影響は、企業にとってオフィススペースの再編を促す契機となり、
「リスクヘッジのためのオフィス分散」「リモートワーク可能な環境を探している」との声
が高まっています。TKP・日本リージャスホールディングス様は、日本全国44都市、170
拠点において、「リージャス」「SPACES」の両ブランドのレンタルオフィス、サテライト
オフィスを展開しています。内田洋行は、国内の「リージャス」「SPACES」の施設の
102拠点の設計施工の実績があることからTKP・日本リージャスホールディングス様と協
業に至りました。両社共同で、今後お客様に提供すべき次世代型のオフィスに関する再定
義を行い、新たに次世代型のオフィススペースを共同企画しました。３密を避ける感染
防止に加え、「居心地の良さ」「フレキシブルで便利なコミュニケーション」「ストレス
要因を下げる自然な感染予防対策」を主要コンセプトに掲げ、全国の施設で展開してま
いります。

コロナ禍でのリモートワークに対応する
レンタルオフィス・サテライトオフィスの共同企画
TKP・日本リージャスホールディングス様 本田技研工業株式会社様との協業

学びの保障オンライン学習システムの取組み 教育総合研究所
社会課題：
　新型コロナウイルス感染症による一斉臨時休業を踏まえ、災害や感染症等による緊急
時においても、子供たちを誰一人取り残すことなく、最大限に学びを保障することが求
められています。特に、ICTを活用し、学校が休業中でも同様に家庭で学び続けられる
ような環境の整備が期待されており、学校内外を問わず、問題演習による学習・評価が
可能な仕組みの実現が喫緊の課題となっています。
内田洋行の取組み：
　教育総合研究所では、このような社会的課題を踏まえて実施された文部科学省事業「学
びの保障オンライン学習システム導入に係る調査研究」に関し、教育関連企業や教育関
連団体から構成される推進コンソーシアムの幹事企業として参画しています。本調査研
究では、学校内外でのPC等を用いた問題演習による学習・評価が可能なプラットフォー
ム（オンライン学習システム）のプロトタイプ開発及び実証を実施することとしており、
これらの実証を通じて子供たちの学びを止めない仕組みを具体的に検討・構築します。

（出典：文部科学省令和３年度概算要求主要事項より抜粋）

社会課題：
　災害や感染症等による休校下においても子供たちの学びを保障するための
仕組みや課題解決力や情報活用能力など育成すべき資質・能力の学習到達度
を測定する方法として、コンピュータを利用した問題演習や学力調査の検討、
準備や実施が急速に進んでいます。また、文部科学省が推進する「GIGAス
クール構想」による児童生徒一人一台情報端末の整備促進により、CBTを実
施するための学習環境も整ってきました。
内田洋行の取組み：
　平成25年度に実施した情報活用能力調査や平成31年度の全国学力・学習状
況調査英語「話すこと」調査の受託など、初等中等教育でのCBTによる学力
調査のシステム構築や実施、記述式採点、集計・分析等の実績やノウハウを
蓄積しています。

コンピュータ利用テスト（CBT※）の取組み

No 実施年度 調査名称 対象学校種
1 平成25年度 情報活用能力調査 小学校・中学校
2 平成28年度 高等学校基礎学力テスト（仮称）試行調査 高等学校
3 平成29年度 高校生のための学びの基礎診断（CBT）試行調査 高等学校
4

平成30年度
全国学力・学習状況調査（英語予備調査） 中学校

5 全国学力・学習状況調査　活用調査研究 小学校
6 平成31年度 全国学力・学習状況調査英語「話すこと」調査 中学校

※Computer Based Testing の略
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公共関連事業分野

　公共関連事業分野では、従来からの学校でのサポート実績に加えて、競争力のある総合的な体制の強化が
顧客から高く評価されたことで受注が拡大し、「GIGAスクール構想」案件の売上高は大きく伸張いたしま
した。また、学校や官公庁自治体、公共図書館などで感染症対策にともなう備品整備やシステム需要が増加
しました。
　これらの結果、売上高は504億５百万円（前年同期比24.9％増）と増大しましたが、前年同期には複合
型の教育ICT大型案件が多数を占めたことに対し、「GIGAスクール構想」案件は国からの補助対象が端末中
心で収益率は低いことから、営業利益は23億４千５百万円（前年同期比21.2％減）となりました。

売上高　　504億５百万円（前年同四半期比24.9％増）

大学・小中高市場へのICTシステムの構築・機器販売、教育機器の製造・販売、教育施設への空間デザイン及び家具
販売、官公庁自治体への基幹業務ならびにICTシステム構築及びオフィス関連家具の製造・販売・デザイン・施工

50,405
40,367

73,852

第82期 第83期

売上高
（百万円）

■第２四半期（累計）　■通期

　当第２四半期連結累計期間においては、環境構築関連ビジネスでは、新型コロナウイルス感染症の影響の見極めのため、新規の設備投資は
慎重なものの、感染症対策の備品整備に加えて働き方変革にも対応したニューノーマル時代のオフィス構築などの需要が企業・自治体・学校
で増加しています。一方、ICT関連ビジネスでは、企業や官公庁のIT投資は堅調に推移しております。2021年秋には政府にデジタル庁設置が
予定されておりますが、このことは官公庁自治体のデジタル化に対する考えが大きく転換するだけでなく、民間企業における真のデジタルト
ランスフォーメーション（DX）の進展にも多大なインパクトを与え、ICTを軸とした働き方変革が進むものと思われます。こうしたデジタル
化による社会や産業の構造転換も想定される中、将来の人材を育成するため、児童生徒一人一台のタブレット端末や学校の無線ネットワーク
環境を整備する文部科学省「GIGAスクール構想」が策定され、消費増税後の経済対策を目的とした第一次補正予算に計上されました。当初
は４年間で実施する計画でしたが、コロナ禍における学びの保障を主眼として追加計上された第二次補正予算により、実質的に１年間での計
画完了と大幅に前倒しされ規模も拡大して執行されています。
　当第２四半期連結累計期間の売上については、第１四半期連結会計期間では、前年同期にあった「Windows10更新需要」や学習指導要領
改訂を契機に大規模化した既存顧客での「教育ICT大型案件」がないことから、前年実績を大幅に下回りましたが、第２四半期に入り「GIGA
スクール構想」案件の導入が開始され、教育ICT分野の売上が大幅に伸張しました。また大手民間企業向けのソフトウェアライセンスが引き
続き拡大したことにより、当第２四半期連結累計期間の売上高は985億６千４百万円（前年同期比9.5％増）となり、売上高としては過去最
高値となりました。
　なお、「GIGAスクール構想」案件の売上計上時期は、第３四半期が最大となる見込みです。
　利益面では、第１四半期連結会計期間に、前述の「Windows10更新需要」「教育ICT大型案件」のほか、「消費税軽減税率制度導入に伴う
システム対応」の特需など、前年同期にあった高収益案件の反動にともなう利益の低下がありましたが、第２四半期に「GIGAスクール構想」
案件等の売上拡大にともなう収益も増大しました。それらの結果、当第２四半期連結累計期間の営業利益は24億１千９百万円（前年同期比
38.2％減）となりました。また経常利益は29億２千万円（前年同期比29.4％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は、15億４千６百万
円（前年同期比13.6％減）となりました。

情報関連事業分野

　情報関連事業分野では、前年同期にあった「Windows10更新需要」の反動がある中でも、大手企業向
けのソフトウェアライセンス販売が引き続き高水準で推移しているほか、コミュニケーションを広げるため
のデバイス整備、クラウド環境へのシステム移行などIT商談を着実に獲得しました。
　これらの結果、売上高は278億４千１百万円（前年同期比6.8％増）と増大しましたが、前年同期に食品
業での軽減税率導入にともなうシステム改修が多数あったことから、営業利益は９億３千１百万円（前年同
期比25.7％減）となりました。

売上高　　278億41百万円（前年同四半期比6.8％増）

企業向け基幹業務システムの設計・構築及びコンピュータソフトの開発・販売、ソフトウェアライセンス及びIT資産
管理の提供・販売、情報機器・ネットワークの設計・構築・保守・販売

27,84126,061

76,550

第82期 第83期

売上高
（百万円）

■第２四半期（累計）　■通期

オフィス関連事業分野

　オフィス関連事業分野では、新型コロナウイルス感染症の影響がつづいておりますが、2020年の大型オ
フィスビル増加による移転案件は順調であり、その売上計上は第３四半期以降に見込まれます。また印刷関
連市場では感染症拡大による需要減少が顕著であり、国内外ともに低調となりました。
　これらの結果、当期間の売上高は198億９千８百万円（前年同期比14.2％減）、営業損失は９億７千６百 
万円（前年同期は３億７千５百万円の営業損失）となりました。

売上高　　198億98百万円（前年同四半期比14.2％減）

オフィス関連家具の開発・製造・販売及び空間デザイン・設計・施工、事務用機械・ホビークラフト関連製品の製造・
販売及びOA機器の販売

19,89823,190

49,100

第82期 第83期

売上高
（百万円）

■第２四半期（累計）　■通期

その他

　主な事業は教育研修事業と人材派遣事業であります。前期で新型コロナウイルス感染症の影響を受けた研
修事業は、当期にはオンラインでの研修が拡大し、売上高は４億１千８百万円（前年同期比14.3％増）、営
業利益は５千２百万円（前年同期は１百万円の営業損失）となりました。

売上高 ４億18百万円（前年同四半期比14.3％増）

教育研修事業、人材派遣事業、不動産賃貸事業、各種役務提供等

418
366

840

第82期 第83期

売上高
（百万円）

■第２四半期（累計）　■通期
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四半期連結貸借対照表（要旨）
（単位：百万円）

四半期連結損益計算書（要旨）
（単位：百万円）

四半期連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）
（単位：百万円）

科　　　　目
前期末 当第２四半期末

2020年７月20日 2021年１月20日

（資産の部）

流動資産 83,043 125,063

固定資産 28,221 28,073

　有形固定資産 11,173 10,908

　無形固定資産 2,948 2,609

　投資その他の資産 14,099 14,555

資産合計 111,264 153,137

（負債の部）

流動負債 58,604 99,243

固定負債 10,343 10,501

負債合計 68,948 109,744

（純資産の部）

株主資本 37,856 38,326

　資本金 5,000 5,000

　資本剰余金 3,242 3,297

　利益剰余金 31,138 31,510

　自己株式 △ 1,525 △ 1,481

その他の包括利益累計額 675 983

非支配株主持分 3,784 4,083

純資産合計 42,315 43,392

負債純資産合計 111,264 153,137

科　　　　目
前第２四半期累計 当第２四半期累計

自 2019年７月21日
至 2020年１月20日

自 2020年７月21日
至 2021年１月20日

売上高 89,986 98,564

売上原価 69,216 79,340

売上総利益 20,769 19,223

販売費及び一般管理費 16,853 16,804

営業利益 3,916 2,419

営業外収益 363 599

営業外費用 142 98

経常利益 4,137 2,920

特別損失 684 －

税金等調整前四半期純利益 3,452 2,920

法人税、住民税及び事業税 1,354 1,037

法人税等調整額 △ 47 △ 73

四半期純利益 2,146 1,956

非支配株主に帰属する四半期純利益 356 409

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,790 1,546

科　　　　目
前第２四半期累計 当第２四半期累計

自 2019年７月21日
至 2020年１月20日

自 2020年７月21日
至 2021年１月20日

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,992 △ 12,757

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,154 △ 304

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,248 9,710

現金及び現金同等物に係る換算差額 14 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,099 △ 3,351

現金及び現金同等物の期首残高 16,380 24,890

現金及び現金同等物の四半期末残高 21,480 21,539

200,307

151,441
164,386

260,000（予想）

89,410

356.78

186.17

479.64（予想）

247.05

7,834

3,250

8,200（予想）

4,155
1,831

4,700（予想）

3,490

2,415

65,180 71,662
98,56489,986

496

4,137

2,920

818
162

1,546

第80期 第81期 第83期第82期

153,137

111,264

第80期 第81期 第83期

102,685

第82期

43,39242,315

第80期 第81期 第83期

39,18337,403

第82期

16.44

157.94

第80期 第83期

183.03

第82期

38.66

第81期

第80期 第81期 第83期第82期 第80期 第83期

1,790

第82期

378

第81期

（単位：百万円）■第２四半期（累計）　■通期

（単位：百万円）■第２四半期末　■期末 （単位：百万円）■第２四半期末　■期末（単位：円）■第２四半期（累計）　■通期

（単位：百万円）■第２四半期（累計）　■通期 （単位：百万円）■第２四半期（累計）　■通期

売上高

１株当たり四半期（当期）純利益
第83期第２四半期（累計）

157.94円

第83期第２四半期（累計）

985億64百万円

第83期第２四半期（累計）

29億20百万円

第83期第２四半期（累計）

15億46百万円

第83期第２四半期末

1,531億37百万円

第83期第２四半期末

433億92百万円

経常利益

総資産

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益

純資産
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所有者別持株比率の状況

大株主

（注）１．大株主上位10名を記載しております。
 ２．  当社は、自己株式608,507株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。

また、持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

株　主　名 持株数 持株比率

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 469,000株 4.78％

東京海上日動火災保険株式会社 436,185株 4.45％

三井住友信託銀行株式会社 414,300株 4.22％

JP MORGAN CHASE BANK 380072 349,100株 3.56％

第一生命保険株式会社 315,400株 3.21％

株式会社りそな銀行 277,200株 2.83％

みずほ信託銀行株式会社　退職給付信託　みずほ銀行口　
再信託受託者　株式会社日本カストディ銀行 274,800株 2.80％

内田洋行グループ従業員持株会 223,330株 2.28％

陽光持株会 195,660株 1.99％

株式会社ハン六文振連絡協議会 191,000株 1.95％

株式の状況
発 行 可 能 株 式 総 数 36,000,000株

発 行 済 株 式 総 数 10,419,371株（自己株式608,507株を含む）

株 主 数 5,886 名

金融機関・証券会社
36.0%

個人・その他
24.4%

自己株式
5.8%

外国法人等
20.0%

その他
国内法人
13.8%

会社概要
社 名 株式会社内田洋行
本 社 所 在 地 東京都中央区新川二丁目４番７号
創 業 1910年（明治43年）２月11日
設 立 1941年（昭和16年）５月29日
資 本 金 50億円
従 業 員 数 3,111名（連結）

取締役及び監査役
代 表 取 締 役 社 長 大 久 保 　 　 　 昇
取 締 役 秋 山 慎 吾
取 締 役 菊 池 政 男
取 締 役 宮 村 豊 嗣
取 締 役 林 　 敏 寿 
取 締 役 小 柳 諭 司
取 締 役 廣 瀬 秀 德
取 締 役 竹 股 邦 治
取 締 役 今 庄 啓 二
常 勤 監 査 役 高 　 井 　 尚 一 郎
常 勤 監 査 役 田 村 泰 博
常 勤 監 査 役 住 友 酉 次

（注）１.　取締役のうち、廣瀬秀德、竹股邦治、今庄啓二は、 社外取締役であります。
 ２.　監査役のうち、田村泰博、住友酉次は、社外監査役であります。

グループ執行役員 新 家 俊 英
（株式会社内田洋行ITソリューションズ代表取締役社長）

グループ執行役員 實 本 雅 一
（ウチダスペクトラム株式会社代表取締役社長）

グループ執行役員 岩 田 正 晴
（株式会社ウチダシステムズ代表取締役社長）

グループ執行役員 中 村 武 史
（株式会社サンテック代表取締役社長兼株式会社太陽技研代表取締役社長）

執行役員
※ 専 務 執 行 役 員 秋 山 慎 吾
※ 常 務 執 行 役 員 菊 池 政 男
※ 常 務 執 行 役 員 宮 村 豊 嗣
※ 上 席 執 行 役 員 林 　 敏 寿
※ 上 席 執 行 役 員 小 柳 諭 司
　 上 席 執 行 役 員 三 好 昌 己
　 上 席 執 行 役 員 土 屋 正 弘
　 上 席 執 行 役 員 白 方 昭 夫
　 上 席 執 行 役 員 髙 橋 善 浩

執 行 役 員 岩 瀬 英 人
執 行 役 員 不 室 克 巳
執 行 役 員 吉 永 裕 司
執 行 役 員 髙 﨑 恵 二
執 行 役 員 坂 口 秀 雄
執 行 役 員 岡 野 清 吾
執 行 役 員 佐 　 藤 　 将 一 郎

（注）※印は取締役との兼務を示しております。

主要な事業所（国内）
本 社 及 び 支 店 本社（東京都中央区）

大阪支店（大阪市中央区）
北海道支店（札幌市中央区）
九州支店（福岡市中央区）

営 業 拠 点 新川第２オフィス（東京都中央区）
東陽町オフィス（東京都江東区）
仙台営業所（仙台市宮城野区）
横浜営業所（横浜市神奈川区）
名古屋営業所（名古屋市中区）
京都営業所（京都市中京区）
神戸営業所（神戸市中央区）
広島営業所（広島市中区）

主要な連結子会社
ウチダエムケーSDN.BHD.（マレーシア）
ウチダ・オブ・アメリカCorp.（アメリカ）
株式会社ウチダシステムズ
株式会社ウチダ人材開発センタ
株式会社内田洋行ITソリューションズ
株式会社内田洋行ビジネスエキスパート
内田洋行グローバル株式会社
株式会社サンテック
株式会社太陽技研
株式会社マービー
ウチダスペクトラム株式会社
株式会社ウチダテクノ
ウチダエスコ株式会社

株主メモ
事 業 年 度 毎年７月21日から翌年７月20日まで
定 時 株 主 総 会 毎年10月開催
基 準 日 定時株主総会・期末配当金　毎年７月20日
株 主 名 簿 管 理 人 及 び
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

株 主 名 簿 管 理 人
事 務 取 扱 場 所

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（郵 便 物 送 付 先） 〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電  話  照  会  先） 0120-782-031
（インターネットホームページURL） https://www.smtb.jp/personal/agency/index.html

【株式に関する住所変更等のお届出及びご照会について】
証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお届出及びご照会は、口座
のある証券会社宛にお願いいたします。
証券会社に口座を開設されていない株主様は、上記の電話照会先にご連絡ください。
公 告 方 法 電子公告により行います。

https://www.uchida.co.jp/company/ir/library/
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子
公告による公告ができない場合は、日本経済新聞に
掲載して行います。

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所

https://www.uchida.co.jp/company/

内田洋行 検索

会社案内IR

　株主・投資家の皆様に当社をよりわかりやすく知っていただくために、
最新の情報をはじめ、経営方針、事業内容、業績など様々な情報を掲
載しております。ぜひご覧ください。

ホームページのご案内

（注）2020年12月17日に、内田洋行グローバル株式会社を設立いたしました。
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見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株式会社内田洋行は日本車いすラグビーのオフィシャルサポーターとして応援ポスターを公開しています。

株式会社内田洋行は車いすラグビーを応援しています。


